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NECソフト株式会社（NEC Soft, Ltd.）

1975年9月9日

8,668百万円

代表取締役 執行役員社長　古道 義成

4,853名（2011年3月末現在）

東京都江東区新木場一丁目18番7号

（03）5534-2222（代）

http://www.necsoft.co.jp/

コンサルテーション
システムインテグレーション
ソフトウェアパッケージ
教育（トレーニング）
各種業務システムの開発
システム運用支援
基本ソフトウェアと
 汎用アプリケーションパッケージの開発
ASP・SaaS（アプリケーションサービス）

日本電気株式会社 

三井住友銀行
住友信託銀行
三菱東京UFJ銀行

NECソフト沖縄株式会社
VALWAY121ネット株式会社 

事業所

概要 取締役および監査役

執行役員

売上高

古道 義成
 

酒井 厚嘉  村上 嘉昭

木下 学  山元 正人
清水 隆明 龍野 康次郎

赤松 万也 三村 尚史 
上月 健睦

古道 義成 

酒井 厚嘉  村上 嘉昭 
吉村 政幸  安藤 幸彦
磯野 辰雄 

篠原 朋己 河本 直規
竹内 雅雄 冨永 秀樹 
井上 茂 実宝 昭
京極 政好 大條 敏夫
高尾 誠一 庄司 一郎

105,800百万円 2011年3月期

会 社 名

設立年月日

資 本 金

代 表 者

従 業 員 数

本社所在地

電 話

ホームページ

事 業 内 容

株 主

取 引 銀 行

子 会 社

代 表 取 締 役
執行役員社長

取 締 役
執行役員常務

取 締 役

監 査 役

執行役員社長

執行役員常務

執 行 役 員

〈 本社地区 〉
本社ビル
東京都江東区新木場1-18-7（NECソフト本社ビル） 〒136-8627
TEL(03)5534-2222㈹

新木場センタービル
東京都江東区新木場1-18-6（新木場センタービル） 〒136-8608

〈 支社・拠点 〉
西東京システムセンター
東京都立川市曙町2-20-5（立川ニッセイAHビル8階） 〒192-0012
TEL(042)525-5131

玉川事業場
神奈川県川崎市中原区下沼部1753（NEC玉川事業場）
〒211-8666
TEL(044)433-1111㈹

神奈川支社
神奈川県横浜市西区みなとみらい2-3-3（クイーンズタワーB 13階）
〒220-6113
TEL(045)683-3305

茨城センター
茨城県土浦市大和町9-3（ウララ3ビル） 〒300-0036
TEL(029)824-0688

栃木センター
栃木県宇都宮市馬場通り2-1-1（NOF宇都宮ビル） 〒320-0026
TEL(028)639-6461

北関東支社
埼玉県さいたま市大宮区桜木町1-10-17（シーノ大宮サウスウィング）
〒330-0854
TEL(048)649-7624

群馬システムセンター
群馬県前橋市南町3-9-5（大同生命前橋ビル） 〒371-0805
TEL(027)243-6843

長野支社長野地区
長野県長野市上千歳町1137-23（長野1137ビル） 〒380-0821
TEL(026)234-0177

長野支社松本地区
長野県松本市大字和田南西原4010-8（NEC松本ソフトウェアセンター）
〒390-1242
TEL(0263)48-1970
長野県松本市中央2-6-1（住友生命松本ビル） 〒390-0811
TEL(0263)31-8324

山梨センター
山梨県甲府市相生2-3-16（三井住友海上甲府ビル） 〒400-0858
TEL(055)227-6577

静岡支社
静岡県静岡市葵区追手町5-4（アーバンネット静岡追手町ビル）
〒420-0853
TEL(054)254-1071

浜松センター
静岡県浜松市中区板屋町１１１－２（浜松アクトタワー） 〒430-7715
TEL(053)452-7110

柏崎センター
新潟県柏崎市駅前2-2-41（UKビル） 〒945-0055
TEL(0257)20-0593

新潟支社
新潟県新潟市中央区明石1-2-26（NECソフト新潟ビル） 〒950-0084
TEL(025)242-2111

2011年10月

● 事業所
■ 子会社

■

 
資格名

 情報処理 IT XML  
PMP※

  技術者 コーディネータ マスター

 資格取得者数 7,354名 82名 115名 507名

 年月 2011年3月

 権利維持特許登録件数 180件

※Project Management Professional

（のべ人数）（2011年3月現在）
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本誌はFSC認証紙を使用しています。
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組織図

第一事業企画本部

第一ソリューション事業本部

第一官庁ソリューション事業部 

第二官庁ソリューション事業部

公共ソリューション事業部

医療ソリューション事業部

金融ソリューション事業部

MCシステム事業部

SCシステム事業部

第二事業企画本部

第二ソリューション事業本部

第一製造業ソリューション事業部

第二製造業ソリューション事業部

サービス業ソリューション事業部

リテールソリューション事業部

ERPソリューション事業部

プロセス業ソリューション事業部

第四事業企画本部

第四ソリューション事業本部

ソリューションビジネス部

ソフトサービスセンター

海外ソリューション事業部

調達企画部

業務サービス統括部

CSR推進部

ITトレーニングセンター

監査部

健康管理センター

品質保証部

生産革新部

事業推進部

経理部

人事総務部

経営企画部

サービス事業推進部

第三事業企画本部

第三ソリューション事業本部

UBシステム事業部

EBシステム事業部

PFシステム事業部

UNシステム事業部

ITシステム事業部

取
締
役
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監
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役
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行
役
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長

監
査
役

事業企画、予算管理、プロジェクトマネジメント

官庁、文教、ITS、外郭団体、自治体（電子調達）

警察、法務、外郭、航空管制、バイオメトリクス

自治体SI（住民情報、財務会計、人事給与、図書館、水道局）

総合医療情報システム、ヘルスケア

銀行、証券、保険、農協、信金・信組

通信、メディア、金融

セキュリティ、公共基盤、消防・防災

事業企画、予算管理、プロジェクトマネジメント

電機、ハイテク、生産管理、環境、IFS、EXPLANNER/J、
PLM、HPC

スーパー、コンビニエンスストア、専門店、外食

建設、自動車、自部品、重工業、住宅業、非鉄金属、SRM、
RFID、EDI

商社、ホテル、公営競技、交通

CRM、BI、会計、人事給与、販売、MDM、SAP、
EXPLANNER/Ai

医薬、食品、素材、消費財、ワークフロー、IT基盤

流通業ソリューション事業部 卸売業、半導体商社、不動産、シネコン、物流

事業企画、予算管理、プロジェクトマネジメント

グローバルSI、技術支援、商品開発、サービス、
全社グローバル事業推進

アウトソーシング（ITO、AMO、BPO）

特定テーマの販売促進支援、超上流工程コンサルティング、
SI案件のコーディネート

新潟支社

長野支社

北関東支社

神奈川支社

静岡支社

新潟地域およびテーマSI事業（自治体、医療、製造、住宅、流通、リテール）、
携帯端末／情報家電組込みソフトウェア、Webソリューション開発
長野地域およびテーマSI事業（自治体、官公庁、医療、製造プロセス、
流通サービス）、各種ソフトウェア開発、製品サポート
埼玉、群馬、栃木、茨城、西東京、山梨地域およびテーマSI事業
 （自治体、医療、製造、流通サービス、公営競技等）
神奈川地域およびテーマSI事業（自治体、医療、
製造プロセス、流通サービス、港湾、会計）
静岡地域およびテーマSI事業（自治体、官公庁、医療、
製造プロセス、流通サービス）、IT基盤ソフトウェア開発

システム運用、経営品質コンサルティング、教育、
技術支援サービス

事業企画、予算管理、プロジェクトマネジメント

組込みソフトウェア開発（携帯電話、車載、クラウドデバイス）、
ユビキタスシステム開発（T-Engine、WindowsCE、Android)
組込みシステム開発（ソフト開発、ハード開発）、
オープンソフト（Linux,Android）、PCソフト、センサー技術
プラットフォーム構築サービス、ACOS資産移行サービス、
DB＆ストレージサービス、IT基盤ソフトウェア開発
ポータルサイト開発SI/クラウドサービスマネジメント、
企業・キャリアの大規模インフラ基盤・ＮＷ基盤構築
デジタルサイネージ/検索/メールサービス、SOA/Webサービス、
サーバ基盤（DB/Linux/APサーバ）、ジョブ運用/帳票運用管理

沿革

1975年 9月 東京都港区において設立（資本金1億5千万円） 

1980年 3月 北海道センター新設［現:北海道日本電気ソフトウェア㈱］
  東北センター新設［現:NECソフトウェア東北㈱］ 

1982年 4月 沖縄センター新設［現:NECソフト沖縄㈱］ 

 7月 日本電気ソフトウェア労働組合発足［現:NECソフト労働組合］ 

1983年 11月 資本金を2億円に増資 

1985年 2月 台湾システムセンター新設
  長野システムセンター新設
  ［旧:長野日本電気ソフトウェア㈱ 現:長野支社］ 

 3月 OA技術研修センター発足 

 10月 港区高輪に本社を移転 

1986年 2月 新潟システムセンター新設
  ［旧：新潟日本電気ソフトウェア㈱　現:新潟支社］ 

 3月 開発グループがNEC中河原技術センターへ移転 

 7月 茨城システムセンター新設［現:茨城センター］ 

1987年 7月 群馬システムセンター新設 

1988年 4月 資本金を3億円に増資 

1989年 3月 「システムインテグレータ企業」として通商産業省より認定 

1992年 4月 山梨システムセンター新設［現:山梨センター］ 

1994年 1月 江東区新木場に本社を移転 

1996年 10月 立川システムセンター新設［現:西東京システムセンター］ 

1997年 1月 千葉日本電気ソフトウェア㈱と合併
  資本金を3億5千万円に増資
  千葉システムセンター新設 

 9月 日本電気セキュリティシステム㈱と合併
  資本金を4億円に増資 

1998年 3月 「システムインテグレータ企業」として通商産業省より再度認定 

 7月 北関東日本電気ソフトウェア㈱および
  神奈川日本電気ソフトウェア㈱と合併
  資本金を5億円に増資
  北関東支社、神奈川支社新設 

1999年 12月 プライバシーマーク企業認定取得 

2000年 1月 資本金を8億円に増資 

 3月 資本金を19億7千2百万円に増資 

 4月 社名を「日本電気ソフトウェア㈱」から「NECソフト㈱」へ変更 

 7月 新ブランド「VALWAY」導入
  東京証券取引所市場第一部に上場
  ［日本電気㈱による株式公開買付および同社との株式交換により、
  2005年6月、日本電気㈱の完全子会社に戻る］
  資本金を85億1千8百万円に増資 

 10月 平成12年度情報化促進貢献企業通産大臣表彰受賞 

2001年 4月 VALWAYテクノロジーセンター新設 

 5月 VALWAY121ネット㈱を資本金５千万円にて設立 

 9月 柏崎センター新設 

 10月 新潟日本電気ソフトウェア㈱、長野日本電気ソフトウェア㈱、
  静岡日本電気ソフトウェア㈱と合併
  資本金を86億6千8百万円に増資
  新潟支社、長野支社、静岡支社新設
  NECソフト沖縄㈱を子会社化 

2005年 1月 新本社ビル竣工
  NEC軟件（済南）有限公司を資本金150万米国ドルにて設立 

 2月 NEC軟件（北京）有限公司を資本金150万米国ドルにて設立
  ［2008年10月 現：NEC（中国）有限公司に統合］ 

2006年 4月 NEC Solutions Vietnam Co., Ltd. を当社60万米国ドル、
  NEC Solutions Asia Pacific Pte. Ltd. ［現：NEC Asia Pacific Pte. Ltd.］
  40万米国ドル、計100万米国ドルにて設立

各種許認可

ISR007

IC03J0024

ompanyC rofileP

登録番号 JQA-2659 

登録日 1998年9月30日 

登録更新日 2008年11月22日 

有効期限 2011年11月21日 

登録活動範囲 1.顧客要求仕様に基づく
   業務ソフトウェアの設計・開発、保守、導入支援および展開

 2.パッケージソフトウェアの設計・開発、保守、導入支援および展開 

審査登録機関  (財)日本品質保証機構（JQA）

登録番号 JQA-EM5952 

登録日 2007年11月22日 

登録更新日 2010年3月19日 

有効期限 2013年3月18日 

登録活動範囲 ソフトウェアおよび
 システムインテグレーションの
 開発・設計・製造および支援サービス、オペレーションサポート 

審査登録機関 （財）日本品質保証機構（JQA） 

登録番号 IC03J0024 

登録日 2003年10月31日 

有効期限 2011年10月30日 

登録範囲 情報システム部主管の
 社内向けの業務システム運用サービスおよび
 ネットワークとグループウェアの企画・実装と運用サービス 

審査登録機関 （株）日本環境認証機構

認定番号 11820060(06)号

認定指定機関  （社）情報サービス産業協会（JISA） 

有効期間 2009年12月3日～2011年12月2日

認証登録番号 BCMS 539922

認証登録範囲 ＩＴサービスビジネスユニットにおける、
 ＮＥＣソフトによるＳＩ・ソフト開発事業

審査登録機関 ＢＳＩグループジャパン(株) 

VALWAYテクノロジーセンター 研究開発（ソフトウェア開発技術 他）
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〒390-1242
TEL(0263)48-1970
長野県松本市中央2-6-1（住友生命松本ビル） 〒390-0811
TEL(0263)31-8324

山梨センター
山梨県甲府市相生2-3-16（三井住友海上甲府ビル） 〒400-0858
TEL(055)227-6577

静岡支社
静岡県静岡市葵区追手町5-4（アーバンネット静岡追手町ビル）
〒420-0853
TEL(054)254-1071

浜松センター
静岡県浜松市中区板屋町１１１－２（浜松アクトタワー） 〒430-7715
TEL(053)452-7110

柏崎センター
新潟県柏崎市駅前2-2-41（UKビル） 〒945-0055
TEL(0257)20-0593

新潟支社
新潟県新潟市中央区明石1-2-26（NECソフト新潟ビル） 〒950-0084
TEL(025)242-2111

2011年10月

● 事業所
■ 子会社

■

 
資格名

 情報処理 IT XML  
PMP※

  技術者 コーディネータ マスター

 資格取得者数 7,354名 82名 115名 507名

 年月 2011年3月

 権利維持特許登録件数 180件

※Project Management Professional

（のべ人数）（2011年3月現在）

特許

資格
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■

本誌はFSC認証紙を使用しています。




